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上   場   会   社   名     三菱製鋼株式会社 上場取引所 東 大 福

コード番号     5632 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　高谷　眞規 TEL (03) 3536 - 3135
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 23日
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１. 13年 3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績 　　(百万円未満切捨て）

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 3月期 91,339 7.8 4,876 450.9 2,970 -

12年 3月期 84,757 14.1 885 - △ 1,134 -

          当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 3月期 1,708 - 11.87        - 9.8 2.2 3.3

12年 3月期 △ 13,235 - △ 91.92        - △ 44.3 △ 0.8 △ 1.3

(注)①持分法投資損益 13年3月期            △109 百万円          12年3月期                0 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年3月期   143,998,913 株　　　12年3月期   143,999,049 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本
百万円 百万円 ％                円　　銭

13年 3月期 134,156 19,009 14.2 132.01

12年 3月期 134,596 15,763 11.7 109.47

(注)期末発行済株式数（連結）　13年3月期   143,999,434 株　　　12年3月期   143,998,391 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 3月期 5,842 △ 2,034 △ 6,042 9,641

12年 3月期 8,179 △ 713 △ 4,617 11,826

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  16　社      持分法適用非連結子会社数　0　社      持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社   （除外）0　社         持分法（新規）0　社   （除外）　0　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）

　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益
百万円 百万円 百万円

中間期 45,000 1,000 600

通　　期 95,000 3,500 1,800

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   12 円 50 銭 



   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況

製   品

菱鋼商事(株）  ※１ 原材料

特殊鋼鋼材事業

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 商品･原材料

原 当
材

料

北海製鉄(株)  ※２  

製   品

プレシジョンスプリング(株）    ※１ 製   品

ば ね 事 業 MSM  CANADA  INC.    ※１

MSM  US  INC.            ※１

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

PRECISION SPRINGS CEBU,INC.    ※１

PRECISION SPRINGS MANILA,INC. ※１

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１,※３ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１ 製   品

冷間鍛造(株）  ※１ 製   品

製   品

三菱長崎機工(株)  ※１ 製   品

機器装置事業

（株）ダイヤカーポート     ※１

菱機パイプコンベヤ(株）  ※１

社
菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

その他の事業 菱鋼サービス(株）  ※１

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社

      ※２  持分法適用会社

      ※３  平成12年10月1日をもって BANGKOK MAGNET CORPORATIONから社名を変更しております。
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た。

経　　　営　　　方　　　針

当グループは，厳しい経済情勢のなかいかなる環境においても常に黒字を出

せる「真の黒字体質の構築」を目指し，構造改革の遂行に努め各事業ごとに収

益の改善に取り組んでまいります。

特殊鋼鋼材事業におきましては，三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社の再建計画の

完遂に加え，更なる合理化に取り組んでまいります。

ばね事業におきましては， 大の顧客である自動車業界の経営のグローバル

化に伴い，それらに対応するため品質，性能，技術力はもとよりコスト面にお

いても優位性を保つべく更なる強化を図ってまいります。また，非自動車分野

につきましても精密ばね等の複合品の開発・販売を更に拡大し，当社の将来の

柱とするため強化してまいります。

素形材事業につきましては，機械加工の増強，精密鍛造・精密鋳造の付加価

値向上に力を入れ，設備の特徴を生かした製品の開発・拡販を製販一体となっ

て推進いたします。

機器装置事業におきましては，厳しい事業環境に対処するため更なる合理化

を推 し 進 め て ま い り ま す 。

また，三菱製鋼グループとしての競争力を強化するため，国内外の子会社を

含めたグループ全体で「事業の選択と集中」を行い，グローバルな連結経営体

制を確立いたします。グループ一体となって業務の効率化や積極的な販売活動

を推進するほか，引き続き一層の原価低減や新製品・新技術の開発等に努め，

経営基盤の強化に邁進する所存であります。

利益配当につきましては，会社経営の 重要事項の一つと認識し，収益力の

向上に向けて体質強化を図り，長期的に安定した利益還元に努める所存であり

ます。

経　　　営　　　成　　　績

当期におけるわが国の経済は，期前半は企業収益の改善やＩＴ関連を中心と

した設備投資の増加等により緩やかな回復の兆しが見られましたが、個人消費

は依然として伸び悩み，期後半には米国経済の減速もあり，景気の本格的回復

には至らぬまま推移いたしました。

当グループ関連業界におきましては，主要需要先である自動車業界では，国

内販売台数が４年振りに前年を上回り，輸出も前年同水準に推移しましたため，

生産台数は増加いたしました。一方建設機械業界では，公共投資の落ち込みや

輸出減少等により引き続き需要は低迷いたしました。

このような情勢下におきまして，当グループといたしましてはばね事業及び

素形材事業を中心に原価低減・品質向上に取り組むことに加え，効率的な生産

体制の構築など収益力の強化に向けた構造改革を推進してまいりました。また，

当期の売上高につきましては，各事業共増収を達成し，全体としては913億

３千９百万円と前期比7.8％の増収となりました。

精密ばねの複合品をはじめとした新製品の開発に取り組むとともに，積極的な

営業活動による拡販に努め全社一丸となって業績の回復に努めてまいりました。

なお，特殊鋼鋼材事業の製造子会社である三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社につい

ては前期に策定した再建計画に基づき抜本的な経営体質改善に着手いたしまし
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セグメント別の状況につきましては以下のとおりです。

損益面におきましては，ばね及び素形材事業の収益改善に努めたことに加え，

三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社が再建計画実行により赤字を大幅に縮小したため，

経常利益は29億７千万円と９期振りの黒字となりました。

また，時価会計の適用による投資有価証券の評価損並びにゴルフ会員権評価

損等により特別損失10億８千３百万円を計上する一方で，投資有価証券の売

却等により，７億８千６百万円の特別利益を計上いたしました。更に法人税，

住民税及び事業税並びに法人税等調整額を計上しました結果，当期純利益は17億

８百万円と５期振りの黒字となりました。

当社の配当につきましては，１株につき１円50銭を予定しております。

［特殊鋼鋼材事業］

主要需要先である自動車業界向けは，期前半を中心に需要は堅調に推移いた

しました。また，産業機械向け及び石油掘削関連についても需要が堅調であっ

たため，特殊鋼鋼材事業全体としての売上高は 292億７千８百万円と前期比

9.6％の増収となりました。

［ ば ね 事 業 ］

巻ばねは乗用車向けの需要が堅調に推移し，板ばねは補修用ばねの拡販によ

り売上げが増加いたしました。自動車部品・用品及び建設機械部品は冬季商品

の需要が堅調に推移し売上げが増加いたしました。精密ばねは子会社であるプ

レシジョンスプリング株式会社と一体となり，電気・電子部品メーカー向けヒ

ンジ等の複合品の開発・販売に積極的に取り組んだこと等により売上げが増加

いたしました。その結果，ばね事業全体としての売上高は306億８千６百万円

と前期比4.4％の増収となりました。

［素形材事業］

一般鋳造品及び精密鋳造品は新規拡販努力により売上げが増加いたしました。

一般鍛造品及び精密鍛造品は一部製品の撤退等による減少を乗用車向け新製品

の拡販等で補ったことにより売上げは前期並となりました。磁気製品はモータ

ー用の価格下落等がありましたが，磁石応用部品・組立品の拡販に努め横這い

でした。また，粉末製品は自動車業界向けが好調であったため売上げが増加い

たしました。その結果，素形材事業全体としての売上高は165億２千１百万円

と前期比 3.4％の増収となりました。

［その他の事業］

その他の事業として流通及びサービス業がありますが，当期の売上高は

76億３千８百万円と前期比5.1％の増収となりました。

［機器装置事業］

防振装置，免震・制振装置及び遮音・制振材は需要減少により低迷いたしま

したが，大型環境プラントの売上げが寄与し，機器装置事業全体としての売上

高は129億４千１百万円と前期比18.4％の増収となりました。
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今後の見通しといたしましては，米国・アジア経済の景気に減速感が見られ

す。平成13年度の業績につきましては，連結売上高950億円，連結経常利益

35億円，連結当期純利益18億円，期末配当金は１株につき１円50銭を見込

んでおります。

ることや，個人消費の回復の遅れに加え，先行きの不透明感から設備投資にも

陰りが見えはじめるなど景気の自律的な回復にはなお時間を要するものと思わ

れ，経営を取り巻く環境は依然予断を許さない状況が続くものと予想されます。

当グループとしては引き続き構造改革を進め，収益の改善に努めてまいりま
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連　　結　　損　　益　　計　　算　　書
（単位：百万円）

（12.4～13.3） （11.4～12.3）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

法人税、住民税及び事業税

期 別 当 期 前 期
対前期増減

科 目

91,339売 上 高 84,757 6,582

△ 2,591

売 上 原 価 75,458 73,332 △ 2,126

営 業 費 用

11,005

83,87286,463

△ 465

営 業 利 益 4,876 885 3,991

販売費及び一般管理費 10,540

営 業 外 収 益 656 526 130

受取利息及び配当金 154 181 △ 27

雑 収 入 501 344 157

営 業 外 費 用 2,562 2,545 △ 17

支 払 利 息 1,698 1,880 182

持分法による投資損失 109 0 △ 109

雑 損 失 754 664 △ 90

経 常 利 益 2,970 △ 1,134 4,104

特 別 利 益 786 1,482 △ 696

固 定 資 産 処 分 益 219 1,482 △ 1,263

投資有価証券売却益 545 0 545

関係会社株式売却益 21 0 21

特 別 損 失 1,083 22,849 21,766

固 定 資 産 処 分 損 112 22,427 22,315

有 価 証 券 評 価 損 0 258 258

投資有価証券評価損 401 34 △ 367

ゴルフ会員権評価損 240 0 △ 240

為 替 差 損 68 0 △ 68

関 連 事 業 損 失 127 0 △ 127

工 場 移 転 損 失 133 0 △ 133

128

税金等調整前当期純利益 2,672 △ 22,501 25,173

特 別 退 職 金 1280

1,683 3,122

△

1,439

11,465

△ 203

法 人 税 等 調 整 額 △

少 数 株 主 利 益 497

12,6821,217 △

294

当 期 純 利 益 1,708 △ 13,235 14,943
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連　　結　　貸　　借　　対　　照　　表

（単位：百万円）

（１３．３．３１） （１２．３．３１）

6,709

（ 借 方 ）

期 別 当 期 前 期
対前期増減

科 目

12,382 △ 2,258

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 54,343 61,052 △

現 金 預 金 10,124

5,305 △ 5,246

受取手形及び売掛金 27,300 25,519 1,781

有 価 証 券 59

506 122

た な 卸 資 産 14,892 14,940 △ 48

繰 延 税 金 資 産 628

133 28

そ の 他 1,443 2,531 △ 1,088

貸 倒 引 当 金 △ 105 △

固 定 資 産 79,813

57,886 △ 2,229

72,171 7,642

有 形 固 定 資 産 55,657

32,920 △ 2,596

建 物 及 び 構 築 物 17,099 17,722 △ 623

機械装置及び運搬具 30,324

203 148

土 地 7,325 6,384 941

建 設 仮 勘 定 351

そ の 他 556 655 △ 99

無 形 固 定 資 産 469 532 △ 63

投 資 そ の 他 の 資 産 23,686

6,341 8,925

13,752 9,934

投 資 有 価 証 券 15,266

338 505

長 期 貸 付 金 773 630 143

繰 延 税 金 資 産 843

115 △ 168

そ の 他 7,087 6,558 529

貸 倒 引 当 金 △ 283 △

1,372 △ 1,372為 替 換 算 調 整 勘 定

134,596 △ 440資 産 合 計 134,156
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連　　結　　貸　　借　　対　　照　　表

（単位：百万円）

（１３．３．３１） （１２．３．３１）

前 期
対前期増減

（ 貸 方 ）

科 目

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

期 別 当 期

支払手形及び買掛金

86,115

1,81255,952

5,13080,985

4,36415,766

54,140

20,130

△ 2,0042,571

短 期 借 入 金

567

△

未 払 法 人 税 等

127

未 払 消 費 税 等

1 128

△ 6421,071

繰 延 税 金 負 債

429

△

6,348

そ の 他

6,348

997

固定資産処分損引当金

4,497

固 定 負 債 27,311

△5,494

36,394 △ 9,083

△ 3,744

繰 延 税 金 負 債

20,915 24,659長 期 借 入 金

退 職 給 与 引 当 金

3,863 1,2352,628

△ 1,3661,366

1,479
役員退職慰労金引当金

1,479

62206

退 職 給 付 引 当 金

268

△ 6,364

そ の 他

6,364固定資産処分損引当金

△ 385784 1,169

負 債 合 計 113,427 117,379 △ 3,952

（少数株主持分）

（ 資 本 の 部 ）

2671,720 1,453

資 本 金

少 数 株 主 持 分

07,200

893

7,200

0

連 結 剰 余 金 9,379 7,670 1,709

893

為 替 換 算 調 整 勘 定

2,262その他有価証券評価差額金

資 本 準 備 金

2,262

△ 725△ 725

3,246
負債,少数株主持分及び資本合計

資 本 合 計 19,009 15,763

△ 440134,156 134,596
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（単位：百万円）

連結子会社増加による減少高

連  結  剰  余  金  計  算  書

期 別 当 期 前 期

科 目 (12.4～13.3) (11.4～12.3)

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 7,670 21,208

35,901

過年度税効果調整額 △ 14,693

連結剰余金期首残高 7,670

連 結 剰 余 金 減 少 高

301

当 期 純 利 益 1,708 △ 13,235

7,670連 結 剰 余 金 期 末 残 高 9,379
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（単位：百万円）

営業活動によるｷｬｼｭ・ﾌﾛｰ

税金等調整前当期純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額

受取利息及び受取配当金

支払利息

為替差損

持分法による投資損益

有価証券・投資有価証券売却益及び評価損

有形固定資産及び無形固定資産処分損益

関連事業損失及び工場移転損失

ゴルフ会員権評価損

生命保険給付金

売上債権の増減額

たな卸資産の増減額

仕入債務の増減額

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

生命保険金の受取額

法人税等の支払額

営業活動によるｷｬｼｭ・ﾌﾛｰ

投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

定期預金の純増減額

有価証券及び投資有価証券の取得による支出

有価証券及び投資有価証券の売却による収入

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入

貸付けによる支出

貸付金の回収による収入

投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

短期借入金の純増減額

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

長期未払金の返済による支出

少数株主への株式の発行による収入

少数株主への配当金の支払額

財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期末残高

連結キャッシュ・フロー計算書

期 別 当 期 前 期
対前期増減

科 目 (12.4～ 13.3) (11.4～ 12.3)

Ⅰ.

2,672 △ 22,501 25,173

5,038 6,990 △ 1,952

14 37

△ 182

△ 154 △ 181

△ 23

27

△ 139

1,698

12 151

1,880

109 0

△ 21,057

△ 164 254

109

△ 418

176

△ 4

176 0

21,053

240 0

△ 4,727

0 △ 173

240

173

△ 1,937

△ 3,151

41 1,978

1,576

4,428 △ 588

849

126 △ 241

5,016

367

△ 26

11,084

157 183

10,235

△ 1,699 △ 1,922

△ 3,067

0 315

223

△ 315

△ 2,337

△ 3,700

5,842 8,179

△ 633

△ 42

Ⅱ.

475

73

△ 515 △ 990

115

853 113

△ 1,346

△ 2,613 △ 1,690

740

△ 923

△ 193

352

△ 362 △ 169

1,698

31

△ 2,034 △ 713 △ 1,321

178 △209

Ⅲ.

1,402 △ 26

△ 2,151

2,896 3,306

1,428

△ 410

△ 28

△ 9,903

△ 386 △ 358

△ 7,752

24 250

△ 1,425

△ 75 △ 36

△ 226

△ 39

△ 6,042 △ 4,617

Ⅳ. 49 △ 127 176

Ⅴ. △ 2,185 2,720 △ 4,905

Ⅵ. 11,826 7,588 4,238

Ⅶ. 1,517 △ 1,517

11,826 △ 2,185Ⅷ. 9,641
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

連結の範囲
連結子会社 16社、 三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱

三菱長崎機工㈱
プレシジョンスプリング㈱
PRECISION SPRINGS CEBU,INC.
PRECISION SPRINGS MANILA,INC.
MSM CANADA INC.、MSM US INC.
MSM (THAILAND) CO.,LTD.     　　　　　ほか8社

持分法の適用
持分法適用会社 2社、 北海製鉄㈱

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS
HOLDINGS UK LIMITED

連結子会社の事業年度等
連結子会社16社の事業年度は、3月31日で終了する1年間であり、連結決算日と同一である。

会計処理基準
重要な資産の評価基準及び評価方法

主として後入先出法による原価法

当期より金融商品に係る会計基準を適用している。
その他有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全額資本直入法により処理）
移動平均法による原価法

重要な減価償却資産の減価償却の方法
主として定額法
定額法

重要な引当金の計上基準

少している。

外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準

重要なリース取引の処理方法

消費税等の会計処理方法

1.

2.

3.

4.
(1)
た な 卸 資 産 …
有 価 証 券

時価のあるもの …

時価のないもの …

(2)
有 形 固 定 資 産 …
無 形 固 定 資 産 …

(3)
貸 倒 引 当 金 … 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金 … 当期より退職給付に係る会計基準を適用しており、従業員
の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認
められる額を計上している。これに伴い、従来と同一の方法に
よった場合と比較して、退職給付に係る費用は83百万円増加し、
経常利益は76百万円、税金等調整前当期純利益は76百万円減

固定資産処分損引当金 … 固定資産の廃止及び処分に備えて、除却損失及び処分費用を
見積りにより計上している。

(4)
当期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準を適用しており、外貨建長期金銭債権は、当期から
決算時の為替相場により邦貨に換算している。これに伴い、為替差損68百万円を特別損失に計上

(6)
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

し て い る 。

(5)
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

－10－



連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結調整勘定の償却に関する事項

利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（単位：百万円）

（単位：百万円）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 百万円 百万円
預入期間が3ヶ月を超える定期預金
現金及び現金同等物

5.
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっている。

6.
連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却によっている。但し、金額が僅少な場合は、発生
時の損益として処理している。

7.
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分（損失処理）について、当期中に確定した利益処分
（損失処理）に基づいて作成している。

8.
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

【連結損益計算書注記】

摘 要 当 期 (12.4 ～ 13.3 ） 前 期 (11.4 ～ 12.3 ）

3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

特 別利益の主な 内訳

固 定 資 産 処 分 益 土 地 の 処 分 益 219 土 地 の 処 分 益 1,482

特別損失の主な 内訳

固 定 資 産 処 分 損 機械装置他の処分損 112 機械装置他の処分損 22,427

【連結貸借対照表注記】

摘 要 当期末(13年３月31日） 前期末(12年３月31日）

減 価 償 却 累 計 額 43,643 40,596

受 取 手 形 割 引 高
及 び 裏 書 譲 渡 高

1,109 638

保 証 債 務 等 1,838 2,218

【連結キャッシュ・フロー計算書注記】

1.

当期末(13年３月31日） 前期末(12年３月31日）

10,124 12,382
△ 483 △ 556

9,641 11,826
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1.

（単位：百万円）

Ⅰ

(1) -

(2)

計

Ⅱ

（単位：百万円）

Ⅰ

(1) -

(2)

計

営業利益（又は営業損失）

Ⅱ

2.

3.

セ  グ  メ  ン  ト  情  報

事業の種類別セグメント情報

当期 （平成１２年４月１日から 平成１３年３月３１日まで）

摘　　　　　　　要
鋼     材 ば     ね 素 形 材 機器装置 その他の

計
消 去 又

連     結
事     業 事     業 事     業 事      業 事      業 は 全 社

売上高及び営業損益

売 上 高

外部顧客に対する売上高 27,095 30,489 16,219 12,838 4,697 91,339 91,339

セグメント間の内部売上高

又は振替高 2,183 196 302 102 2,941 5,726 (5,726) 0

29,278 30,686 16,521 12,941 7,638 97,066 (5,726) 91,339

営 業 費 用 29,292 28,130 14,597 12,278 7,530 91,829 (5,366) 86,463

営 業 利 益 △ 14 2,555 1,924 662 (360) 4,876

資産 、減価償却費及び

108 5,236

資 本 的 支 出

資 産 46,700 40,501 14,867 16,248 6,282 124,601 9,555 134,156

減 価 償 却 費 2,103 1,985 547 347 55 5,038 0 5,038

資 本 的 支 出 724 948 237 173 1,067 3,151 0 3,151

消 去 又

前期 （平成１１年４月１日から 平成１２年３月３１日まで）

摘　　　　　　　要
鋼     材 ば     ね 素 形 材

連     結
事     業 事     業 事     業 事      業 事      業 は 全 社

機器装置 その他の
計

売上高及び営業損益

売 上 高

外部顧客に対する売上高 24,477 29,277 15,709 10,867 4,426 84,757 84,757

セグメント間の内部売上高

又は振替高 2,245 110 271 60 2,842 5,530 (5,530) 0

26,722 29,387 15,980 10,927 7,268 90,287 (5,530) 84,757

営 業 費 用 29,857 26,970 14,884 10,117 7,133 88,962 (5,089) 83,872

△ 3,134 2,417 1,096 810 885

資産 、減価償却費及び

資 本 的 支 出

135 1,325 (440)

資 産 49,663 40,397 15,427 16,668 4,979 127,137 7,459 134,596

減 価 償 却 費 3,976 1,928 639 376 68 6,990 0 6,990

資 本 的 支 出 208 710 390

海 外 売 上 高

当期及び前期における海外売上高は、いずれも連結売上高の10%未満であるため、記載を省略している。

1,436

所 在 地 別 セ グ メ ン ト 情 報

当期及び前期における本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント

の資産の金額の合計に占める割合がいずれも90%超であるため、記載を省略している。

115 10 1,436 0
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(注) 1.

2.

棒鋼（構造用合金鋼・機械構造用炭素鋼・ばね鋼・工具鋼・非調質鋼・快削鋼ほか）、鋼材加工品

海上運送、貨物自動車運送、倉庫　ほか

3.

事 業 区 分 の 方 法
当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の事業部門及び連結子会社
の事業内容を基礎として決定した。

前記の事業区分に属する主要な製品

事 業 区 分 主 要 製 品 名

鋼 材 事 業

ば ね 事 業

板ばね、巻ばね、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ、ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ、精密ばね、超合金ばね

精密組立部品、ｺｲﾙﾄﾞｳｪｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ、各種自動車部品・用品、ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ、ﾄﾗｯｸｱｾﾝﾌﾞﾘ

ﾀ ｲ ﾔ ﾌ ﾟ ﾛ ﾃ ｸ ﾀ ｰ、 ﾀ ｲ ﾔﾁ ｪｰ ﾝ、 ｸ ﾞ ﾛ ｰ ｻ ｰ ﾊ ﾞ ｰ 、 ｼ ｭ ｰ ﾌ ﾟ ﾚ ｰ ﾄ用ｺ ﾞ ﾑ ﾊ ﾟ ｯ ﾄ

素 形 材 事 業

一般鋳造品、精密鋳造品、各種金型及び同素材、精密機械加工品、一般鍛造品

冷間・温間精密鍛造品、特殊合金素材及び同加工品、永久磁石（鋳造・圧延）、

磁石応用部品、特殊合金粉末、同微粉末

配賦不能営業費用の内訳
当期及び前期における営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は
358百万円及び417百万円であり、総務部門の費用の一部である。

機器装置事業
防振・防音・免震・制振装置、遮音・制振材、粘弾性ﾀﾞﾝﾊﾟｰ、磁気応用選別・分別装置、

各種選別ｼｽﾃﾑ・ﾌﾟﾗﾝﾄ、電磁石・磁場装置、計装機器、搬送ｼｽﾃﾑ、鉄構品、産業機械

その他の事業
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リ　　ー　　ス　　取　　引

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

同 左

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

同 左

前 期 （ 11.4 ～ 12.3 ）

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と

科 目 科 目

認められる もの以外の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取引

1. ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

取得価額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

機械装置及
び 運 搬 具 6,605 4,260 2,344

機械装置及
び 運 搬 具 6,591 3,590 3,000

そ の 他 766 468 297 そ の 他 940 541 399

計 7,371 4,729 2,641 計 7,531 4,132 3,399

2. 未 経 過 ﾘ ｰ ｽ 料 期 末 残 高 相 当 額 2. 未 経 過 ﾘ ｰ ｽ 料 期 末 残 高 相 当 額

１ 年 内 810 １ 年 内 999

１ 年 超 2,032 １ 年 超 2,649

支 払 ﾘ ｰ ｽ 料 1,152

計 2,842 計 3,648

3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

減価償却費相当額 968

(1) 支 払 ﾘ ｰ ｽ 料

(2) 減価償却費相当額 981 (2)

1,163 (1)

支 払 利 息 相 当 額 159

4. 4.

(3) 支 払 利 息 相 当 額 134 (3)

ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

5. 5.

ﾘｰｽ料総額とﾘｰｽ物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分につい

ては、利息法によっている。

当 期 （ 12.4 ～ 13.3 ）

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と

認められる もの以外の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取引

1. ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

取得価額
相 当 額
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関 連 当 事 者 と の 取 引

税  　効　  果　  会　  計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

百万円

退職給与引当金損金算入限度超過額

貸倒引当金損金算入限度超過額

投資その他の資産（出資金）

該当す る事項はあ り ません 。

当 期 ( 平成13年3月31日現在 )

1.

役員退職慰労金引当金 112

580

繰 延 税 金 資 産

未 払 事 業 税 59

491

固定資産処分損引当金 1,718

繰 越 欠 損 金 917

未 払 費 用 289

その他有価証券評価差額 10

そ の 他 479

繰延税金資産小計 4,658

評 価 性 引 当 額 △ 620

繰延税金資産合計 4,037

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額 1,663

固定資産圧縮積立金 4,359

繰延税金負債の純額 2,393

405

そ の 他 2

繰延税金負債合計 6,430
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有　　　価　　　証　　　券

Ⅰ. 当　期　

1． その他有価証券で時価のあるもの　(平成13年３月31日現在）
（単位：百万円）

2． 当期中に売却したその他有価証券（平成12年４月１日より　平成13年３月31日まで）

（単位：百万円）

3． 時価評価されていない有価証券（平成13年３月31日現在）

（単位：百万円）

その他有価証券

非公募の地方債券

合 計 1,104

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,086
17

9,378 3,935

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売却損の合計額

合 計 5,443

12 0

小 計 2,431 1,808 △ 623

そ の 他 12

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

4,5583,011 7,570

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

株 式 3,008 7,566 4,557
4 1

小 計

債 券 2

株 式 2,359 1,736 △ 623
債 券 59 59 0

672

種 類 連結貸借対照表計上額

545 0
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Ⅱ. 前　期　（平成12年３月31日現在）
有 価 証 券 の 時 価 等

（単位：百万円）
前　　期　（平成12年３月31日）

連結貸借対照表計上額

（注） １． 時価（時価相当額を含む。）の算定方法

非上場の証券投資信託の受益証券

２． 開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

流動資産に属するもの
百万円

固定資産に属するもの
店頭株式以外の非上場株式 百万円

百万円
百万円

デ リ バ テ ィ ブ 取 引

種 類
時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの
株 式 5,243 10,759 5,516
債 券 2 8 6
小 計 5,245 10,768 5,522

株 式 140 155 15
固定資産に属するもの

28 △ 2
小 計 169 181 12
そ の 他 26

合 計 5,415 10,950 5,535

上 場 有 価 証 券 … 主に東京証券取引所における 終の価格
店 頭 売 買 有 価 証 券 … 日本証券業協会が公表する売買価格等

… 基 準 価 格

割 引 金 融 債 59

6,054
非公募の地方債券 17
貸付信託の受益証券 100

ヘ ッ ジ 会 計 を 適 用 し て い る た め 記 載 し て お り ま せ ん 。
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1．

2． 退職給付債務
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期

（注） 1．
2．

3． 退職給付費用（平成12年４月１日から平成13年３月31日まで）
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期
（平成12年４月１日から平成13年３月31日まで）

（注） 1．
2．

4． 退職給付債務等の計算の基礎

3.5％
4.5％

15年

退　　　 職　　　 給　　 　付

採用している退職給付制度
当社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。
国内連結子会社は、確定給付型の制度として主に厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時
金制度を設けている。

（ 平 成 13 年 ３ 月 31 日 現 在 ）

（1） 退 職 給 付 債 務 △ 36,241
（２） 年 金 資 産 24,667
（３） 未 積 立 退 職 給 付 債 務 （ 1 ） ＋ （ 2 ） △ 11,574
（４） 会 計 基準変更時差 異の 未処 理額 6,492
（５） 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 3,601
（６） 退職給付引当金 （ 3 ） ＋ （ 4 ） ＋ （ 5 ） △ 1,479

厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。
一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

（1） 勤 務 費 用 871
（２） 利 息 費 用 1,234
（３） 期 待 運 用 収 益 △ 1,252
（４） 会計基準変更時差異の費用処理額 463
（５） 数 理 計 算 上 の 費 用 処 理額 0
（６） 退 職 給 付 費 用 1,316

厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。
簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（1）勤務費用」に計上している。

（1） 退職給付見込額の期間配分方法 期 間 定 額 基 準
（２） 割 引 率
（３） 期 待 運 用 収 益 率

処理することとしている。）
（５） 会計基準変更時差異の処理年数

（４） 数理計算上の差異の処理年数 10年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により、翌期から費用
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